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第１世代
第２世代

第３世代
第３世代＋

第４世代

初期プロトタイプ炉
商用炉

改良型軽水炉
進化的デザイン

軽水炉

革新的デザイン

第1世代代表例

GCR：ガス冷却炉

PWR：加圧水型軽水炉

SFR：ナトリウム冷却高速炉

HTGR：高温ガス炉

PHWR：加圧重水炉

第2世代代表例

PWR：加圧水型軽水炉

BWR：沸騰水型軽水炉

RBMK：軽水冷却黒鉛減速炉

PHWR：加圧重水炉

第3世代/第3+世代代表例

ABWR：改良型沸騰水型軽水炉

AP100０：ウェスティングハウス製加圧水型軽水炉

EPR：欧州加圧水型軽水炉

APR-1400：韓国水力原子力製加圧水型軽水炉

VVER-1200：ロシア型加圧水型軽水炉

小型モジュール炉（NuScale炉など）

APWR：三菱加圧水型軽水炉

第４世代代表例

GFR：ガス冷却高速炉
LFR：鉛冷却高速炉
MSR：溶融塩炉
SFR：ナトリウム冷却高速炉
SCWR：超臨界圧水冷却炉
VHTR：超高温ガス炉

設計段階

稼働済み

設計段階

革新軽水炉・小型軽水炉は
この分類に入る

高温ガス炉・高速炉は
この分類に入る

The Generation IV International Forum 資料を改変

（ただし）
核融合炉は
さらに先



次世代革新炉という欺瞞

朝日新聞世論調査―質問と回答

〈8月27、28日実施〉

原子力発電所についてうかがいます。

あなたは、国内に原子力発電所を新設

したり、増設したりすることに賛成で

すか。反対ですか。

賛成 34

反対 58

その他・答えない 8

NHK 2022年9月 政治意識月例

電話調査

問１０ 原子力発電所の政策をめぐっ

て、政府は、次世代の原子炉の開発や

建設を検討する方針です。この方針に

賛成ですか。反対ですか。

賛成 48.4 ％

反対 31.6 ％

わからない、無回答 19.9 ％

日本経済新聞世論調査2022年9月

岸田首相は次世代型の原子力発電所

の新設や増設、建て替えを検討するよ

う指示しました。あなたはこのことを評

価しますか、しませんか。

評価する 53 ％

評価しない 3８ ％

いえない、わからない ７ ％

どちらともいえない ２ ％

「次世代」とすることで
結果に大きな差

しかし建設されるのは
今の原発

NNN/読売世論調査〈9月2～4日〉

岸田首相は、原子力発電所の新設や増

設、建て替えについて検討を進めるよ

う指示しました。このことを、評価しま

すか、評価しませんか。

評価する 49%

評価しない 44%

答えない 7%

毎日新聞世論調査―質問と回答

〈9月17、18日実施〉

岸田首相は、原子力発電所の新設や増

設を検討する方針を示しました。原発

の新設や増設に賛成ですか。

賛成 36

反対 44

その他・答えない 20

日経は重ね
聞きを行う

https://digital.asahi.com/articles/ASQ8X6TZ9Q8XUZPS002.html
https://digital.asahi.com/articles/ASQ8X6TZ9Q8XUZPS002.html
https://www.nhk.or.jp/senkyo/shijiritsu/pdf/aggregate/2022/y202209.pdf
https://www.nhk.or.jp/senkyo/shijiritsu/pdf/aggregate/2022/y202209.pdf
https://digital.asahi.com/articles/ASQ8X6TZ9Q8XUZPS002.html
https://digital.asahi.com/articles/ASQ8X6TZ9Q8XUZPS002.html
https://digital.asahi.com/articles/ASQ8X6TZ9Q8XUZPS002.html
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政府支出原子力研究開発費の推移

事故後削減された
研究開発費を戻す

出典：IEA Energy Technology RD&D Budgets RD＆D

GX実行会議（第３回）資料1

福島第一原発事故後に削減された研究開発費の復元
2030年以降の新設に備えた、原発メーカーの生き残りのための補助金

年1000億円



革新軽水炉
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おおまかな特徴

出力：１００～170万kW

受動的安全機能

安全性能強化

出力調整機能

など

7

https://digital.asahi.com/articles/ASQ9Y771CQ9YULFA00R.html



国 炉型 発電所名 状況
合計出力[MWe,

ネット]
計画時の初期投資額

[10億米ドル]
実際の費用

[10億米ドル]
計画建設期間

（年）
実際の建設期間

（年）

中国 AP1000 Sanmen-1 稼働
2314 5.84 7.3

4.3 9.4
中国 AP1000 Sanmen-2 稼働 4.5 8.9
中国 AP1000 Haiyang-1 稼働

2340 データなし データなし
4.6 9.1

中国 AP1000 Haiyang-2 稼働 4.7 8.6
米国 AP1000 Vogtle-3 建設中

2234 14.3 30.3
3.3

米国 AP1000 Vogtle-4 建設中 3.6
米国 AP1000 Summer-2 建設中断

2234 9.8 25
4.3 計画中止

米国 AP1000 Summer-3 建設中断 4.7 計画中止
韓国 APR1400 Shin-Kori-3 稼働

2832 4.89 6.46
5 8.1

韓国 APR1400 Shin-Kori-4 稼働 5 10
韓国 APR1400 Shin-Kori-5 建設中

2680 7.58 8.8
4.9

韓国 APR1400 Shin-Kori-6 建設中 4.4
韓国 APR1400 Shin-Hanul-1 稼働

2680 6.26 7.6
4.7 10.4

韓国 APR1400 Shin-Hanul-2 建設中 4.6
UAE APR1400 Barakah-1 稼働

5380 24.4 24.4

6 8.6
UAE APR1400 Barakah-2 稼働 6.2 8.6
UAE APR1400 Barakah-3 建設中 4.8
UAE APR1400 Barakah-4 建設中 4.9

フィンランド EPR Olkiluoto-3 稼働（試運転） 1600 3.55 9.4 3.9 16.5
フランス EPR Flamanvile-3 建設中 1650 3.6 13.6 5.6

中国 EPR Taishan-1 稼働
3320 7.5 9.1

3.6 9.1
中国 EPR Taishan-2 稼働 5.2 9.4
英国 EPR Hinkley Point C-1 建設中

3260 20 29
7

英国 EPR Hinkley Point C-2 建設中 6.6

計画通りのコスト・工期で建設されたものは皆無
中には初期計画の3倍近いコスト超過、工期遅延も発生

「革新軽水炉」で頻発するコスト超過・工期遅延

Oettingen, M., Costs and timeframes of construction of nuclear power plants carried out by potential nuclear technology suppliers for Poland. 
https://pulaski.pl/wp-content/uploads/2021/06/Pulaski_Policy_Paper_No_6_2021_EN-1.pdf をもとに、一部は最新の数字に修正



8.9
10.3 10.9 8.8 8.6

12.1
9.9

10.3

12.9 13.4
13.6

30.3

12.7 12.511.7

13.6

10.7 9.8

25.9

8.2
8.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2030年を対象にした発電コスト試算の変遷

2011

2015

2021

17.3

21.5

17.2

26.4

34.7

34.7

22.4

14.3 15.6

11.8

20.0

16.4
14.9

円/kWh

出典：発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2015, 2021）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

米国の発電コストの変遷

2009

2021

＄/MWh

出典：LAZARD’S LEVELIZED COST OF ENERGY ANALYSIS — VERSION 15.0

米英のように原発建
設費が２兆円の場合、

２５円

2021年の洋上風
力の落札価格

11.99～16.49円

下落する再エネ発電コストと上昇する原発発電コスト

電力会社は自分でお金を出せないので、「事業環境整備」と称して原発建設費を国民に転嫁する方針



原発基数推計（原発比率20％の場合） 10

※ 建設中3基はすべて２０３０年に稼働すると仮置き

※※ 2050年予測は総需要１．３兆～１．５兆kWhをもとに推計した。２０６０年は２０５０年と同じと仮定

非現実的な原
発増設計画

原発増設を前
提に電源投資
計画を作る

稼働遅延・また
は着工すらで
きない事態も

カーボン
ニュートラル電

源不足



小型軽水炉
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ロールスロイスのSMR
７0年前と瓜二つのコンセプト



競合が多すぎる
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• NuScale社の予測

2023年～2042年の間に674基～1,682基（約34GW～84GW）の受注見込み

• 過去の東芝が発表していた受注予測

2008年：2015年までに33基（約36GW）
2016年：2030年度までに45基（約50GW）以上（米WEC単体では65基（約72GW））
⇒実際は8基止まりで、内2基はコストが嵩みすぎて建設中止



民間主導って

14

民間主導？

米国では、・・・小型原子炉の開発も始

まっている。投資期間を短縮し投資適格

性を高め、再生可能エネルギーとの共存

可能性を目指した新しいコンセプトに基

づく挑戦であり、英国・カナダなどでも同

様の試みが民間主導で生じている。

（6次エネ基 p.8）

もっと国の補助を！

SMR Start consortium（米国の小型原子

炉開発業者と発電事業者がつくったグルー

プ）は、2019年政策ステートメントで、民間企

業とエネルギー省は10億ドル以上をSMRに

投じてきたが、これでは不十分。官民連携を通

じた投資がもっと必要で、政府の支援がなけ

ればSMRは存在しえないとしている。

http://smrstart.org/wp-content/uploads/2020/02/SMR-

Start-Public-Policy-on-Federal-Public-Private-Partnership-

Approved-2019-10-10.pdf 



補助金漬け産業 15

米

2007DOE ARPA-E R&D
2012DOE SMR Licensing Technical Support B&W 180 MWe mPower 111百万ドル
2012DOE SRSでの実証SMR計画

2013DOE NuScale 217百万ドル 5年間で

2016DOE SMR Licensing Technical Support TVA 36.3百万ドル
2015DOE Gateway for Accelerated Innovation in Nuclear(GAIN) X-energy, Southern 80百万ドル

2016DOE GAIN 6.2百万ドル

2018DOE 60百万ドル

2020DOE Advanced Reactor Demonstration Program (ARDP) 160百万ドル

英

2014国立核研究所 SMR feasibility study

2016DECC nuclear R&D including SMR 250百万ポンド（5年計）

2018BEIS
Advanced Modular Reactor (AMR) Feasibility and 
Development (F&D)

44百万ポンド

2020BEIS AMR programme 40百万ポンド

カナダ

2018カナダ政府 SMR Roadmap

2020産業科学省 Terrestrial Energy 20百万カナダドル

2020オンタリオ電力 SMRに関するエンジニアリング作業 3社を検討

日本

JAEA 高速炉
３１１５百万ドル（2010年
～のみ）

JAEA 高温ガス炉



小型モジュール炉はコスト高

● 建設費kW当り：３4～５７万円

⇒発電コスト検証WGでは４０万円

● 習熟する前提でさえ現時点のコストに近い

● 負荷追従運転の問題点

新型炉は負荷追従性能があるとされるが、

原発のビジネスモデル成立要件は、①燃料が

安い、②ベースロード運転で長期間稼働する

ことで資本費を回収。

負荷追従運転を行うLNG火力の建設費は

16.1 万円/kW。原発の半分以下。原発が負

荷追従運転すれば、採算性はさらに悪化。
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Nuscaleの建設費予測

●：1モジュール50MWeでの見積もり
●：1モジュール60～77MWeでの習熟後の見積もり（未認可）



モジュール工法？
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http://www.jaif.or.jp/ja/wnu_si_intro/document/2010/bowser_construction&supply_chain_si2010.pdf

• 再現性のある品質管理の下での工場製造

• （製造を）建設と並行することで信頼性の高く、短い工期

サイト開発：18ヶ月

建設：48ヶ月

試運転：6ヶ月

計6年



現実に起きたこと

Vogtle原発（単位：10億ドル）
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● コスト増・工期遅延理由

✓ 工場で製造されたモジュー

ルの品質が実用に耐えない

✓ 工場から出荷されたものが

仕様に合わず現場で修正を

余儀なくされた

✓ 経験不足

✓ 要件変更

etc
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建設開始：2013年



高速炉
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そもそも核燃料サイクルとは

利用可能
年数

ワンススルー
サイクル

85年

プルサーマル
（使用済み燃
料を再処理し
て分離したプ
ルトニウムを
原発で利用）

100年

高速増殖炉
サイクル

2550年

MOX燃料
（プルサーマル）

ウラン・プルトニウムを回
収し燃料として再利用
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過去の原発導入予測（1977年時点）

International Nuclear Fuel Cycle Evaluation(1980]に加筆

１９７７年当時
大量の原発が導入されると予想さ
れ、将来のウラン資源不足が懸念

0

500

1000

予測最大(2020時点): 約5,700GWe

予測最小(2020時点): 約1,600GWe

実際の導入量(2020時点):
約392GWe



バスに乗り遅れるな？ -1950年代～

22

MWe 稼働期間 MWe 稼働期間

米国 Clementine - 1946-52 ソ連／ロシア BR1/2 - 1955/56-57

EBR-1 0.2 1951-63 BR5/10 - 1958/73-2004

EBR-2 - 1963-94 BOR-60 12 1968-

LAMPRE 20 1961-65 BN-600 600 1980-

Fermi-1 66 1963-72 BN-800 880 2014-

SEFOR - 1969-72 カザフスタン BN-350 350 1972-99

FFTF - 1980-93 ドイツ KNK-1/2 600 1971/77-99

英国 DFR 15 1959-77 インド FBTR 15 1985-

PFR 250 1974-94 日本 常陽 - 1977-

フランス Rapsodie - 1967-82 もんじゅ 280 1994-2016

Phenix 250 1973-2009

Superphenix 1240 1985-98

日本が原子力委員会を設立した1956年、幾つかの
核先進国が高速増殖炉を開発していた。



とりのこされる日本
23

International Energy Agency R&D Statistics Database
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Million USD 原子力関連研究開発費

日本 核燃料サイクル研究開発費

日本 増殖炉研究開発費

OECD 核燃料サイクル研究開発費

OECD 増殖炉研究開発費

高速増殖炉もんじゅ 2016年12月廃炉決定

これまでの事業費：１１，１２６億円
廃炉にかかる費用：3,750億円
＋燃料処理費用： 数千億円？

なぜ各国は研究開発費を減らしたか？

１．核兵器開発に直結
２．ウラン資源がしばらく枯渇しない
３．技術的に難しい（特にナトリウムの取り
扱い）

Eg. ロシアの高速炉BN-600では
２７回のナトリウム漏れ事故が発生、内、5
回は放射性ナトリウムの漏洩、14回はナト
リウム火災、蒸気発生器でのナトリウム・水
反応トラブルが12回が発生したと報告さ
れている。
https://inis.iaea.org/collection/NCLCollectionStore/_Public/3
1/058/31058486.pdf
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使用済燃料・使用済MOX燃料・ガラス固化体の発熱量推移

（燃焼度45 MWd/kgHM）

使用済燃料

使用済MOX燃料

ガラス固化体

300年時点で
温度差5倍

使用済MOX燃料の発熱
量がガラス固化体の300
年時点の発熱量と同等に

なるのは3万年後

• 使用済ウラン燃料を４体収納するキャニスタに1体の使用済ＭＯＸ燃料を収納したものは、使用済
ウラン燃料４体を収納したキャニスタとほぼ同じキャニスタとして扱える

新計画策定会議 技術検討小委員会（第４回） 資料第１号

• 再処理してウランやプルトニウムを取り出すことにより（中略）高レベル放射性廃棄物の体積が３～
４割、その処分場の面積が１／２～２／３となる 新計画策定会議（第 12 回）資料第３号

➢ 六ヶ所再処理工場では使用済MOXは再処理できない。再処理という巨大
なコストを支払って減らしたはずの処分場面積が結局、元どおりになる。



GE日立関連プロジェクト Natriumtm

● PacificorpとTerrapowerはワイオミング州の

Naughton石炭火力発電所（２０２５廃止予定）に高速炉

Natriumの実証炉を建設すると発表

● Natrium （電気出力34.5万kW）

○ 主にGE日立が開発した高速炉「PRISM」（設計のみ）の技術にと

テラパワー社の溶融塩を使ったエネルギー貯蔵システムを組み

合わせたもの。

○ コスト削減のため、非原子力の機械、電気、その他の機器は、原子

炉から離れた場所に、原子力規格ではなく工業規格で建設。

○ 費用は約40億ドル（約4,600億円）、うち政府補助が1９億ドル

（約２,２00億円）

○ 計画では2023中ごろ建設開始、202６運転許可、２０２７運開

○ JAEA、三菱重工らがテラパワーと協力覚書を締結

26

燃料供給問題から
2年以上遅延予定



高温ガス炉
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https://www.jaea.go.jp/02/press2019/p19091301/

減速材は黒鉛＝炭素。配管が
破断してヘリウムが漏洩、空
気が入れば、酸素と接触して

燃える可能性

熱交換器が壊れて水が流入
すれば、高温の黒鉛と接触⇒

水蒸気爆発の可能性

• 燃料が軽水炉と全く違う。高
温ガス炉用の燃料製造工場
が必要になる。コスト高。

• 燃料は1mmの燃料粒子を
燃料コンパクトに多数詰める。
燃料粒子の生産時に不具合
が発生すれば、事故に至る
可能性も。



水素製造量の問題

高炉1基（27.2億N㎥ /年）を満たすには、

● 水素製造プラント：1基以上

● コジェネ（水素ガスと発電併用）：3基以上

２０５０年の水素需要見込み２０００億N㎥/年に対

して、高温ガス炉1基の寄与度は

● 水素製造プラント：約1％

● コジェネ：0.3～0.4％

基数の問題

● 一体何基建設するつもりなのか？

● 一体どこに建設するつもりなのか？

29
第1回革新炉WG資料6

第1回革新炉WG資料8

28万N㎥×２４×３６５＝

24.5億N㎥/年

（※定期点検は考慮せず）



核融合
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1967、72年長期計画 昭和60年代（1985～）には,核融合動力実験炉の開発に成功する

1978年長期計画 21世紀の実用化を目標

1982年長期計画 実用化時期未記載
1990年代後半に自己点火条件(外部からエネルギーを与えることなしに核融
合反応が持続する条件※ITERの目標)を達成し

1987年長期計画 2000年前後に自己点火条件及び長時間燃焼を達成し

１９９４年長期計画 実用化された場合には,21世紀の世界のエネルギー問題の解決に大きく貢献

２０００年長期計画 実用化時期未記載

２００５年大綱 実用化時期未記載

1～５次エネルギー基本計画 ＩＴＥＲ計画や幅広いアプローチ活動を始めとする核融合を長期的視野にたって
着実に推進

6次エネルギー基本計画 トカマク方式のＩＴＥＲ計画や幅広いアプローチ活動（…）長期的視野に立って着
実に推進するとともに、技術の多様性を確保する観点から、ヘリカル方式・レー
ザー方式や革新的概念の研究を並行して推進する

２０２１年自民党政策集 究極のクリーンエネルギーである核融合開発を国を挙げて推進



ITER計画の進捗

● ITER

参加国：日本、欧州、米国、ロシア、中国、韓国、インドが参加

費用：５０億ユーロ（２０００年） ⇒ ２００億ユーロ（２０１６）

目的：発電実証はしない。ITERで核融合エネルギー利用の科

学的・技術的実証がなされた後、原型炉における発電実証段階

を目指す。
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2021年

2026～2027年
（建設開始から20年）

2037年
（建設開始から30年）

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/074/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2017/02/13/1381549_008.pdf

https://news.newenergytimes.net/2021/09/17/iter-reactor-first-plasma-delayed-again-2/



数多くの課題

● 核融合では、何百万度もの高温に何年間も連続して

耐えられるうえ、強い中性子線などに耐えられる材

料が必要になる。

● 放射化した部品を頻繁に取り換えることが必要にな

る。取り換えられた部品は放射化しているので、管

理が必要になる。

● 核融合ではおもにトリチウムと重水素をつかうが、

このトリチウムが希少物質となっている。核融合が

実用化されるタイミングではトリチウムが足りなく

なっている可能性が指摘されている。

● トリチウムを使わない場合、さらにプラズマの温度

を上げることになるので、材料の問題がさらに難し

くなる。
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https://www.science.org/content/article/fusion-power-may-run-

fuel-even-gets-started



● 「サンシャイン計画」を立ち上げた堺屋太一のコメント。

太陽光や風力など再生可能エネルギーの技術開発プロジェクト「サンシャイン計画」にも注目が集まり

ました。初年度から人員と予算が付いたのです。私の始めたプロジェクトの中では、最も幸運なスタート

でした。

翌年1976年度の予算を折衝する頃には、石油情勢はやや落ち着き、人々の省エネルギーや新エネル

ギーへの関心は薄れていました。何よりも大きかったのは「石油に替わる新エネルギーは原子力、特に

核融合発電技術である」との論説が一気に広まったことです。当時「核融合発電は30年以内に完成、遅

くとも2010年頃までには1000万キロワット級の核融合発電所が建設されているだろう」と確信的に

語られていた。高度成長真最中のその頃は、誰もが「巨大化、集中化、規格化」に慣れていたのです。

堺屋太一 （作家・元サンシャイン計画担当研究開発官）

フォーカス・ネド 2014年9月 特別号
https://www.nedo.go.jp/content/100574164.pdf
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エネルギー安全保障上の問題
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● 日本は政府が原子力をエネ

ルギー自給率向上のかなめ

と位置付けて、優遇政策を

続けてきたが、エネルギー

自給率は長らく20％前後

で頭打ち。

● 原発は新規立地が厳しく、

また巨額の初期投資を要す

ることから、増加は望み薄。

● 2011年の事故により低下

したが、その後増加傾向に

あったのは再エネが増加し

た結果。
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日本

米国

英国

ドイツ

フランス

中国

エネルギー自給率

出典：IEA Website, Atlas of Energy

22%

11%



日本の濃縮ウランはどこから来ているか？

37

出典：日本における発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価 ロシア依存度の出典は
2010年3月の経産資料

※濃縮についてはロシアでの濃縮比率を 10%とし、その他の国については各国の生産容量比で国別の濃縮役務比率を想定
ロシア分については、資源エネルギー庁、「原子力国際展開について」、自民党電源立地及び原子力等調査会、2010年3月22日より



老朽化が進むフランス原発

約8割の電力供給を原発に依存するフランスで

は、原発の老朽化が進み、トラブルなどで停止す

る原発が続出。発電電力量が低下して、電力危

機に拍車をかけている。

1. 日本の原発も多くが老朽化している

2. 今後、フランス同様にトラブルが起きない保証

はどこにもない。現実に、関西電力高浜３・４で

は、近年、定期検査の長期化が連続している

3. 原発は安定電源だとされているが、むしろ、電

力供給のリスクとなりうる
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2022年11月28日
第34回原子力小委員会資料3を修正

追加延長の条件を限
定的にすると言いな
がら、状況に応じて見
直し可能しているこ

とから、上限なし案と
の違いは存在しない

ことになる。

利用政策が規制に優越し
ない限り、この評価はで
きない。運転期間長期化
により、安全性の立証難

易度は高まる。結果、規制
が稼働許可を出さない可

能性がある。



規制庁の経産省との事前すり合わせ問題
40

日時 概要

2021年7月ごろ 原発運転期間延長案が浮上

7月ごろ

金城原子力規制企画課長、7月就任時に、
前任者（現・原子力規制部長）から「運転期
間については次長に相談しながらやるよ
うに」と引き継ぎを受ける

7月28日～
規制庁、経産省と運転期間延長について
複数回面談・電話で打ち合わせ

8月24日
GX実行会議で首相が原発運転期間延長
を含めた検討指示

9月22日
31回原子力小委員会で運転期間延長に
関する検討開始

9月28日
41回原子力規制委で規制庁に運転期間
延長について経産省にヒアリングするた
めの調整を指示

10月5日
42回原子力規制委で経産省から運転期
間延長をヒアリング、規制庁に検討を指
示

11月2日
4８回原子力規制委で規制庁が運転期間
延長の検討結果を報告、方針を概ね了承

各レベルで打合せ？



原子力規制庁の組織・人事
41

原子力規制庁歴代幹部

原子力規制庁創設から10年となる2022年7月、局長級以上の３幹部、総括審議官級以上の５幹部を経産省出身者が初めて独占

注：2014年7月に部長ポストを核物質・放射線総括審議官に格上げ
2017年4月に総括審議官級の技術総括審議官ポストを局長級の原子力規制技監に格上げ。



福島第一4号プール火災仮想事故シミュレーション（フランク・フォンヒッペルら）

実際の福島第一事故(3/15/2011)

避難人口: 8万8000人

面積 1100 km2

MBq/m2

≧ 0.5
≧ 1.5
≧ 4.5

仮想プール火災
2011年4月9日

仮想プール火災
2011年3月19 日

実際の
セシウム137

汚染

福島
第一

HYSPLIT大気拡散モデル 計算 当日の天候

海岸側への風(4/9/2011) 陸地側への風(3/19/2011)

避難人口: 80万人 避難人口: 2900万人

面積 2600 km2 面積 2万5000 km2

42

※セシウム137 汚染≧ 1.5 MBq/m2 (オレンジ)で住民避難と想定 （福島・チェルノブイリと同等）

原子力事故は生活を一変させる。

場合によっては国が亡ぶ。
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